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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第102期 

第３四半期 
連結累計期間 

第103期 
第３四半期 

連結累計期間 
第102期 

会計期間 
自 平成27年４月１日 
至 平成27年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成27年４月１日 
至 平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 319,057 308,994 475,345 

経常利益 （百万円） 20,311 20,695 35,378 

親会社株主に帰属する 

四半期（当期）純利益 
（百万円） 13,247 13,703 23,669 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 12,344 15,495 4,133 

純資産額 （百万円） 384,758 386,282 376,521 

総資産額 （百万円） 524,895 526,251 547,554 

１株当たり四半期（当期） 

純利益金額 
（円） 61.05 63.16 109.09 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 73.0 73.2 68.5 

 

回次
第102期

第３四半期
連結会計期間

第103期
第３四半期

連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 26.78 31.34 

（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２  売上高には、消費税等は含まれていない。

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。

 

 

２【事業の内容】

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。また、主要な関係会社に異動はない。
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第２【事業の状況】
（注）１  記載金額は消費税等抜きの金額で表示している。

２  百万円未満の端数を切捨てて表示している。

 

１【事業等のリスク】

  当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業

等のリスク」について重要な変更はない。なお、重要事象等は存在していない。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものである。

 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、政府による経済・金融政策を背景に、雇用情勢や所得環境の

改善が続く一方、新興国経済の減速や英国の欧州連合（ＥＵ）離脱など海外経済の不確実性が高まり、先行きの不

透明な状況となった。

建設業界においては、民間設備投資は持ち直しの動きに足踏みがみられ、受注競争の激化や労務費の上昇傾向が

続くなど、引き続き厳しい環境が続いた。

このような景況下、当社グループは工事量と利益確保の経営方針を継続し、総合力を発揮して営業活動を積極果

敢に展開するとともに、原価の低減、生産性の向上、業務の効率化に努めてきた。

その結果、当第３四半期連結累計期間の当社グループの業績については、

完成工事高                       3,089億９千４百万円（前年同期比  3.2％減） 

営業利益                           188億２千７百万円（前年同期比  4.1％増)

経常利益                           206億９千５百万円（前年同期比  1.9％増)

親会社株主に帰属する四半期純利益   137億３百万円    （前年同期比  3.4％増)

となった。完成工事高は前年同期実績を下回ったが、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する四半期純利益は

前年同期実績を上回った。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

  当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更はない。

 

(3）研究開発活動

  当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、３億２千１百万円である。 

  なお、当第３四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はない。

 

(4）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

  当社グループの経営成績に重要な影響を与える可能性のある要因は、経済状況の変化や得意先の倒産等による不

良債権の発生などが考えられるが、市場の変化や得意先のニーズに迅速かつ適切に対応してリスク回避に努めてい

く。

  当社グループは、取り巻く経営環境が刻一刻と大きく変化していく中で、将来に向けてこれまで培ってきた強み

を更に磐石なものにするとともに、必要な事業基盤の整備強化を進め、「顧客満足創造企業」の具現化を目指して

いく。
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(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末と比べ248億５千４百万円減少し、3,008億９千７百万円（前年度末比7.6％減）

となった。減少の主なものは、受取手形・完成工事未収入金等で、営業債権の回収が順調に進んだことが減少の要

因である。手元資金（現金預金及び有価証券）は、現金預金が28億３千２百万円増加し、現金同等物である有価証

券が130億円増加し、1,262億６千３百万円となった。手元資金の増加は、支払手形・工事未払金等の営業債務の支

払い、法人税、配当金の支払い等による減少があったものの、営業債権の回収、利益計上等による増加が上回った

ことが主な要因である。

固定資産は、前連結会計年度末と比べ35億５千１百万円増加し、2,253億５千３百万円（前年度末比1.6％増）と

なった。有形固定資産は、８億７千４百万円減少し、1,009億６千７百万円となった。新規取得及び売廃却に特に

大きなものはなく、主に減価償却による減少となっている。投資その他の資産は、前連結会計年度末に比べ43億９

千１百万円増加し、1,226億３百万円となった。投資有価証券の時価上昇による増加が主な要因である。

これらの結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ213億３百万円減少し、5,262億５千１百万円（前年度末比

3.9％減）となった。 

 

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末と比べ326億４千１百万円減少し、1,034億３千万円（前年度末比24.0％減）とな

った。減少の主な要因は、前連結会計年度末に検収した材料代等の支払いが進んだことによる支払手形・工事未払

金等の減少と法人税等の支払いによる未払法人税等の減少による。

固定負債は、前連結会計年度末と比べ15億７千７百万円増加し、365億３千８百万円（前年度末比4.5％増）とな

った。投資有価証券の時価上昇による繰延税金負債の増加が主な要因である。

これらの結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べ310億６千３百万円減少し、1,399億６千８百万円（前年度

末比18.2％減）となった。 

 

（純資産）

株主資本は、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上による増加、株主配当による減少等の結果、前連結会計

年度末と比べ80億４千７百万円増加し、3,595億７千６百万円となった。その他の包括利益累計額は、その他有価

証券評価差額金が、投資有価証券の時価上昇により増加したこと等により、前連結会計年度末と比べ21億３千３百

万円増加し、255億８千８百万円となった。

これらの結果、純資産は、前連結会計年度末に比べ97億６千万円増加し、3,862億８千２百万円（前年度末比

2.6％増）となった。なお、自己資本比率は、前連結会計年度末より4.7ポイント上昇し、73.2％となった。

 

(6）経営者の問題認識と今後の方針について

  当社グループの経営戦略は、上記(4)に記載のとおりであるが、そのために長期的視点に立った４つの事業方針

「電力インフラ事業への貢献」「地域密着への更なる強化」「首都圏での一層の事業展開」「海外における長期的

事業展開」の実現、並びに安全と品質の確保、コンプライアンス経営の実践など健全な企業活動に取り組んでい

く。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 600,000,000

計 600,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成28年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年２月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 218,141,080 218,141,080
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数は100株

である。

計 218,141,080 218,141,080 － －

（注）  昭和19年８月26日設立時の現物出資額  2,360株（建物・機械・工具：118千円）

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項なし。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項なし。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項なし。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 

（千円）

資本金残高
 

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成28年10月１日～

平成28年12月31日
－ 218,141,080 － 26,411,487 － 29,657,255

 

 

（６）【大株主の状況】

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はない。 
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（７）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができないことから、直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載している。

 

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   1,178,200
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 216,837,400 2,168,374 －

単元未満株式 普通株式     125,480 － １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 218,141,080 － －

総株主の議決権 － 2,168,374 －

（注）１  「完全議決権株式（その他）」欄には株式会社証券保管振替機構名義の株式が800株含まれている。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれている。

      ２  「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式68株、株式会社証券保管振替機構名義の株式81株

がそれぞれ含まれている。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

株式会社きんでん

大阪市北区本庄東

２丁目３－41
1,178,200 － 1,178,200 0.54

計 － 1,178,200 － 1,178,200 0.54

 

 

 

２【役員の状況】

      該当事項なし。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、ひびき監査法人による四半期レビューを受けている。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 40,431 43,263 

受取手形・完成工事未収入金等 193,762 143,041 

有価証券 70,000 83,000 

未成工事支出金 11,098 23,073 

材料貯蔵品 1,193 1,108 

繰延税金資産 5,108 5,072 

その他 7,555 5,711 

貸倒引当金 △3,398 △3,373 

流動資産合計 325,751 300,897 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物 89,194 90,124 

機械・運搬具 38,001 38,527 

工具器具・備品 10,438 10,454 

土地 57,927 57,711 

建設仮勘定 1,372 869 

減価償却累計額 △95,090 △96,718 

有形固定資産合計 101,842 100,967 

無形固定資産 1,748 1,782 

投資その他の資産    

投資有価証券 109,221 113,446 

繰延税金資産 1,315 1,208 

その他 11,140 11,406 

貸倒引当金 △3,465 △3,457 

投資その他の資産合計 118,211 122,603 

固定資産合計 221,802 225,353 

資産合計 547,554 526,251 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形・工事未払金等 67,881 43,021 

短期借入金 16,340 16,950 

未払法人税等 10,423 4,755 

未成工事受入金 10,686 21,853 

工事損失引当金 515 161 

完成工事補償引当金 398 415 

役員賞与引当金 173 － 

その他 29,653 16,273 

流動負債合計 136,072 103,430 

固定負債    

繰延税金負債 5,385 7,091 

役員退職慰労引当金 234 262 

退職給付に係る負債 28,525 28,641 

その他 814 542 

固定負債合計 34,960 36,538 

負債合計 171,032 139,968 

純資産の部    

株主資本    

資本金 26,411 26,411 

資本剰余金 29,631 29,623 

利益剰余金 296,518 304,581 

自己株式 △1,032 △1,039 

株主資本合計 351,528 359,576 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 33,855 36,645 

為替換算調整勘定 459 △1,416 

退職給付に係る調整累計額 △10,859 △9,639 

その他の包括利益累計額合計 23,455 25,588 

非支配株主持分 1,537 1,116 

純資産合計 376,521 386,282 

負債純資産合計 547,554 526,251 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

完成工事高 319,057 308,994 

完成工事原価 268,503 255,890 

完成工事総利益 50,554 53,104 

販売費及び一般管理費 32,461 34,276 

営業利益 18,092 18,827 

営業外収益    

受取利息 359 259 

受取配当金 1,273 1,297 

不動産賃貸料 251 190 

持分法による投資利益 136 74 

為替差益 211 37 

その他 335 390 

営業外収益合計 2,569 2,249 

営業外費用    

支払利息 163 149 

特別弔慰金 39 74 

その他 146 157 

営業外費用合計 350 381 

経常利益 20,311 20,695 

特別利益    

固定資産売却益 4 6 

投資有価証券売却益 40 8 

会員権売却益 6 － 

特別利益合計 50 15 

特別損失    

固定資産売却損 2 4 

固定資産除却損 42 61 

減損損失 13 14 

投資有価証券評価損 108 18 

会員権売却損 － 0 

会員権評価損 5 10 

持分変動損失 99 － 

特別損失合計 272 109 

税金等調整前四半期純利益 20,089 20,601 

法人税等 6,969 7,039 

四半期純利益 13,120 13,561 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △127 △141 

親会社株主に帰属する四半期純利益 13,247 13,703 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 13,120 13,561 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △501 2,789 

為替換算調整勘定 △847 △2,076 

退職給付に係る調整額 648 1,219 

持分法適用会社に対する持分相当額 △75 － 

その他の包括利益合計 △775 1,933 

四半期包括利益 12,344 15,495 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 12,653 15,837 

非支配株主に係る四半期包括利益 △308 △341 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更している。 

 これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽微である。

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）
 

 

当第３四半期連結累計期間

（自 平成28年４月１日

  至 平成28年12月31日）

税金費用の算定方法  税金費用の算定については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の

税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

 
（追加情報）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用している。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）
 

    保証債務

連結会社以外の会社の銀行借入等について、債務保証を行っている。

 

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

BAN-BANネットワークス㈱ 20百万円 113百万円

㈱明石ケーブルテレビ － 3百万円

アンテレック・リミテッド 
－

(－)
426百万円

(248,219千INR)

キンデン・インディア・ 
プライベート・リミテッド 

14百万円

(8,675千INR)

10百万円

(6,050千INR)

       計 35 554

  上記の保証債務のうち外貨建てのものは、決算期末日の為替相場（仲値）により円換算している。

 

 
（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 
当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していない。なお、第３

四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりである。

 

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 3,337百万円 3,542百万円
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（株主資本等関係）
 
Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日  至平成27年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
普通株式 2,820 13.0 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

平成27年10月28日

取締役会
普通株式 2,169 10.0 平成27年９月30日 平成27年11月27日 利益剰余金

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年12月31日）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 3,037 14.0 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金

平成28年10月31日

取締役会
普通株式 2,603 12.0 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日  至平成27年12月31日） 

報告セグメントは設備工事業（建設事業）のみであるため、記載を省略した。 

 

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成28年４月１日  至平成28年12月31日） 

報告セグメントは設備工事業（建設事業）のみであるため、記載を省略した。 

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

  １株当たり四半期純利益金額            （円） 61.05 63.16

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 13,247 13,703

普通株主に帰属しない金額        （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益                    （百万円）
13,247 13,703

普通株式の期中平均株式数          （千株） 216,981 216,962

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

（重要な後発事象）
 

 該当事項なし。
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２【その他】

  中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日                            平成28年10月31日

(2）中間配当金総額                             2,603百万円

(3）１株当たりの額                                12円00銭

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日    平成28年11月30日

（注）平成28年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行う。

 

 

 

 

－ 14 －



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

   該当事項なし。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月９日

株式会社きんでん 

取締役会  御中 

 

ひびき監査法人 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安    原          徹    印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 安    岐    浩    一    印 

 

 
代表社員 

業務執行社員 
  公認会計士 林          直    也    印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社きんでんの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会

計期間(平成28年10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日

から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きんでん及び連結子会社

の平成28年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

 
以  上

 

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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（札幌市中央区北三条西４丁目１番地１（日本生命札幌ビル）） 

東北支社 

（仙台市青葉区一番町１丁目９番１号（仙台トラストタワー）） 

四国支社 

（高松市福岡町３丁目４番８号） 

横浜支社 

（横浜市西区みなとみらい２丁目３番５号（クイーンズタワーＣ棟）） 

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

（注） 東京本社並びに京都支店、神戸支店及び奈良支店を除く支店、支社は金融

商品取引法の規定による縦覧に供するべき支店ではないが、投資家の便宜

のため縦覧に供するものである。 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

  当社取締役社長 前田幸一は、当社の第103期第３四半期（自  平成28年10月１日  至  平成28年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

 

 

２【特記事項】

  特記すべき事項はありません。

 




